
参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載する。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

noumuka@town.mibu.tochigi.jp

計　画　主　体　名 計　画　期　間

栃木県下都賀郡壬生町
栃　木　県（代表）

平成26年度から平成28年度

壬生町経済部農政課 0282-81-1839 0282-82-1107
028-623-2337 noson-sinko@pref.tochigi.jp

担当課 電話番号
栃木県農政部農村振興課 028-623-2363



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

10　定住等の促進に資する基盤整備の円滑化 １年

設定する目標は計画区域における区画整理事業着手までの年数とし、以下により求
めることとする。
計画区域における区画整理事業着手までの年数（年）＝事業実施（平成２６～２７年
度）後、区画整理事業着手（平成２８年度）までの年数（年）

　当地区のほとんどは水田地帯であり、昔から水稲栽培が盛んだが、近年は生産調整による転作作物として、麦・ソバ等の栽培が増えて来ている。北関東自動車道を利用
しての首都圏等の消費地への農産物の搬送力アップによる生産力の向上が期待できる。このような現状を鑑み、区画整理を行い疎らな農用地の集積化・集団化を行う事
で、農作業の効率向上、農業後継者の農業に対する意欲の増進や担い手への農地集積を進め、農業従事者の安定化を図る為、農地整備事業を平成２８年度より実施す
る予定であり、着手前に地形図作成及び経営体育成促進換地等調整事業を行う事により経営体育成基盤整備事業の円滑な実施を図り、農業従事者の定住化を促進す
る。
　農地整備事業の実施に当たっては、調査、計画、換地作業及び施工の全ての部門にわたって基本となるべき地形図の作成と、地区内農地等の状況を調査し地域の実情
に合わせた営農構想を作成する農用地等集団化事業の実施が必要であり、農地整備事業の円滑な実施を計画目標とする。計画目標は、計画区域における区画整理事業
着手までの年数であるため、増加率を１年とした。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等

事業活用活性化計画目標の設定根拠

【記入要領】

事業活用活性化計画目標 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・事業活用活性化計画目標の項目は農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

・事業活用活性化計画目標の記載にあたっては「事業活用活性化計画目標の設定について」により記入すること。



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

壬生町下稲葉

事業規模等 実施期間

平成26年度
～

平成27年度

(239ha)
262ha

地区名

下稲葉

交付限度額
（千円）

6,713

活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性

　地区内の分散化された農地の集団化を行い、担い手や後継者の確保と育成を図
り定住化に資するために、経営体育成促進換地等調整事業を実施し、農地整備事
業下稲葉地区の円滑な着手を図る。

　地形図作成を実施することで、農地整備事業下稲葉地区の円滑な着手を図り、地
域農業振興や地域の安定化等に資する。

交付金要望額
（千円）

6,713

(7,076)
5,472

交付額
算定交付率

 1/2

 1/2

全体事業費
（千円）

13,427

(14,153)
10,945

事業内容

経営体育成促進換地等調整
（地区内農地等状況調査）
（合意形成促進）
（地区内アンケート調査）
（地域営農構想作成）
（換地設計基準作成）
（経営体育成方針作成）

事業メニュー
名

基盤整備
（農用地等集団化）

事業実施主体

壬生町

基盤整備
（地形図作成）

地形図作成
(250ha)
308ha 平成26年度

(7,076)
5,472

（27,580）
24,372

（13,789）
12,185

（13,789）
12,185

【記入要領】
・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。
・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容の欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性について併せて記載すること。
・事業メニューには、実施要領の別表の事業メニュー名を記入すること。
・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。
・事業内容は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。
・事業規模は、施設毎の棟数と床面積、農道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。
・実施期間は、原則として３年以内とすること。
・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。
【添付資料】
　（別添）融資主体型支援助成対象者調書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅲ　他の施策との連携に関する事項　………該当なし
（交付対象事業別概要）

事業メニュー名

【記入要領】

②連携する施策名には、実施要綱第11条に掲げる施策名を記載すること。

③事業メニューには、実施要領の別表１の事業メニュー名を記載すること。

④地区名には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

①交付対象となる事業のうち、実施要綱第11条に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性について記載すること。

連携する施策名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

生産製造
連携計画

再生可能
エネル

ギー供給
施設整備

離島振興
計画

輸出促進
条件整備

耕作放棄
地の解消

対策

地域再生
計画

総合化事
業計画

2 円 円 円

事業別内容 内　訳
（経営体育成促進換地
等調整事業Ａ＝239ha）

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 1 1 壬生町 下稲葉 14 農用地等集団化 10

経営体育成促進換地
等調整事業Ａ＝262ha

H26 ～ H27 壬生町 13,427,160 6,713,000 1/2 6,713,000

（地形図作成事業Ａ＝
250ha）

(14,153,400) ( 7,076,000) ( 7,076,000)

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 1 2 壬生町 下稲葉 13 地形図作成 9

地形図作成事業Ａ＝
308ha

H26 ～ H26 壬生町 10,945,800 5,472,000 1/2 5,472,000

(27,580,560) (13,789,000) (13,789,000) 

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 Ｈ28 H26 ～ H27 24,372,960 12,185,000 12,185,000

事業活用活性化計画目標等

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 1001 10 1.0

①事業費計（＝（Ｆ）） (27,580,560) (13,789,000) (13,789,000) 

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 2001 24,372,960 12,185,000 12,185,000

②ハード事業 (27,580,560) (13,789,000) (13,789,000) 

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 1 2002 24,372,960 12,185,000 12,185,000

創意工夫発揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

(278,000) (139,000) (139,000)

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 1 2007 246,000 123,000 123,000

(298,000) (149,000) (149,000)

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 1 2008 262,000 131,000 131,000

(28,156,560) (14,077,000) (14,077,000) 

H26 2 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 2009 24,880,960 12,439,000 12,439,000

(28,156,560) (14,077,000) (14,077,000) 

H26 栃木県 90000
栃木県

栃木県壬生町
90000 1 1 2010 24,880,960 12,439,000 12,439,000

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

名称
コード

（地方公共
団体コード番

号（総務
省））

名称
コード

（地方公共
団体コード番

号（総務
省））

計画
番号

事　業
メニュー
番　号

事業メニュー名
要件
類別
番号

事業内容
及び

事業量

全体事業費

（Ａ）

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体 ハード
・

ソフト
事業
の

区別
ハード
「１」
ソフト
「２」

他の施策との連携 全　　体　　計　　画

増減
率等

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

交付金額

(千円未満切捨）

事業活用活性化
計画目標

実施期間 事業実施主体

目標
番号

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

整理
コード

市町村名 地区名

地域指定状況

計画期間
最終年度

離島
振興

豪雪
地帯

急傾
斜地

沖縄
過疎
地域

山村
振興

特定
農山
村

半島
振興

奄美
群島

合計（Ｆ）

総合計（①＋④＋⑤）

 　うちハード事業（②＋④＋⑤）

④市町村等附帯事務費

⑤都道府県附帯事務費



円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（換地等調整事業
A=239ha）

0 0
換地等調整事業

A=262ha
7,427,160 3,713,000 1,486,000 2,228,160 0 56% 3,713,000 該当なし 7,427,160 3,713,000 6,000,000 3,000,000 6,000,000 3,000,000

（地形図作成事業
A=250ha）

(14,153,400) ( 7,076,000) ( 2,123,000) ( 4,954,400) ( 7,076,000) (14,153,400) (7,076,000)

0 0
地形図作成事業

A=308ha
10,945,800 5,472,000 1,642,000 3,831,800 0 100% 5,472,000 該当なし 10,945,800 5,472,000

(21,580,560) (10,789,000) (3,609,000) (7,182,560) (78%) (10,789,000) (21,580,560) (10,789,000) 

0 0 18,372,960 9,185,000 3,128,000 6,059,960 0 76% 9,185,000 0 18,372,960 9,185,000 6,000,000 3,000,000 6,000,000 3,000,000

(21,580,560) (10,789,000) (3,609,000) (7,182,560) (10,789,000) (21,580,560) (10,789,000)

0 0 18,372,960 9,185,000 3,128,000 6,059,960 0 9,185,000 0 18,372,960 9,185,000 6,000,000 3,000,000 6,000,000 3,000,000

(21,580,560) (10,789,000) (3,609,000) (7,182,560) (10,789,000) (21,580,560) (10,789,000)

0 0 18,372,960 9,185,000 3,128,000 6,059,960 0 9,185,000 0 18,372,960 9,185,000 6,000,000 3,000,000 6,000,000 3,000,000

(218,000) (109,000) (109,000) (109,000) (218,000) (109,000)

0 0 186,000 93,000 0 93,000 0 93,000 0 186,000 93,000 60,000 30,000 60,000 30,000

(232,000) (116,000) (116,000) (116,000) (232,000) (116,000)

0 0 196,000 98,000 98,000 0 0 98,000 0 196,000 98,000 66,000 33,000 66,000 33,000

(22,030,560) (11,014,000) (3,725,000) (7,291,560) (11,014,000) (22,030,560) (11,014,000)

0 0 18,754,960 9,376,000 3,226,000 6,152,960 0 9,376,000 0 18,754,960 9,376,000 6,126,000 3,063,000 6,126,000 3,063,000

(22,030,560) (11,014,000) (3,725,000) (7,291,560) (11,014,000) (22,030,560) (11,014,000)

0 0 18,754,960 9,376,000 3,226,000 6,152,960 0 9,376,000 0 18,754,960 9,376,000 6,126,000 3,063,000 6,126,000 3,063,000

備　　　考
事　業　費

前　年　度　ま　で 本　年　度 本年度までの累計

事　業　費 交付金額交付金額

平成29年度平成28年度 平成30年度

事　業　費 交付金額

交付金額

翌年度以降の累計

交付金額

(Ｄ)

事業内容
及び

事業量
事業費

交付金額

(千円未満切捨）

都道府県費 事　業　費市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

翌年度以降（予定）

事　業　費 交付金額

平成27年度

事　業　費 交付金額 事　業　費

仕入れに係る
消費税相当額


